
   各務原市日中一時支援事業実施要綱 

（平成１８年９月２９日決裁） 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、各務原市地域生活支援事業実施規則（平成１８年規則第７１号。

（以下「規則」という。）第２条第２項第２号に規定する日中一時支援事業（以下「事

業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （対象者） 

第２条 事業の対象となる者は、規則第５条に規定する障害者又は障害児（以下これ

らを「障害者等」という。）で、日中において看護する者がいないため一時的に見守

り等の支援を必要とするものとする。 

 （事業） 

第３条 事業は、障害者等の日中における活動の場を確保することにより、障害者等 

 の家族の就労支援及び障害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を支援

するものとする。 

２ 市長は、事業を適切な事業運営を行うことができると認められる社会福祉法人そ  

 の他の団体（以下「事業者」という。）に行わせるものとする。 

 （利用の申請） 

第４条 事業を利用しようとする者又はその保護者（以下「申請者」という。)は、各

務原市地域生活支援事業利用（変更）申請書（様式第１号）に必要な書類を添付し

て、市長に申請しなければならない。 

 （利用の決定及び却下） 

第５条 市長は、前条の申請書を受理したときは、速やかに申請内容を審査し、利用

の可否を決定し、申請者に各務原市地域生活支援事業利用決定（却下）通知書（様

式第２号）により通知するものとする。 

（利用者負担） 

第６条  事業の利用の決定を受けた者（以下「利用者」という。）又はその保護者は、 

 事業に要する費用の一部を（以下「利用者負担金」という。）を事業者に直接支払わ

なければならない。 

２ 利用者負担金の額は、別表に定める基準額の１００分の１０に相当する額とする。 

 （事業者への支払） 

第７条 市長は、利用者が事業者から第５条の利用の決定に基づく事業に係るサービ



スを受けたときは、事業に要した費用から前条の規定により利用者負担金の額を控

除した額を事業者に支払うものとする。 

２ 事業者は、事業を実施した翌月の１０日までに、各務原市地域生活支援事業費請

求書（様式第３号）に必要な書類を添付して市長に費用の請求をするものとする。 

（特例給付費の支給） 

第８条 規則第１２条に規定する地域生活支援給付の支給を受けようとする者又はそ

の保護者（以下「特例給付費申請者」という。）は、各務原市地域生活支援特例（高

額）給付費支給申請書（様式第４号）に必要な書類を添付して、市長に申請しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、速やかに申請内容を審査し、支給の可

否を決定し、特例給付費申請者に各務原市地域生活支援特例（高額）給付費支給決

定通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

２ 事業者は、令和２年４月１５日から同年６月３０日までの期間において、新型イ

ンフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項

に規定する新型コロナウイルス感染症が発生したことによる市からの要請を受けて

事業を縮小し、又は休業する場合（令和２年４月１日から同年４月１４日までの期

間において事業者にしん酌すべき特段の事情があり、市からの要請によることなく

事業を縮小し、又は休業する場合を含む。）は、第３条第１項の規定にかかわらず、

利用者に対し、代替サービス（電話、利用者の居宅への訪問等による利用者の健康

管理、相談支援その他事業に代わる支援として市長が認めるものをいう。以下同じ。）

を行うことができる。 

３ 代替サービスに係る利用者負担金の額は、無料とする。 

４ 市長は、利用者が事業者から代替サービスを受けたときは、利用者１人当たり日

額４，８６０円を事業者に支払うものとする。 

５ 第７条第２項の規定は、代替サービスに係る費用の請求について準用する。 

   附 則（平成２１年３月３１日決裁） 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 



附 則（平成２２年４月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

   附 則（平成２３年４月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（平成２４年４月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（平成２５年４月１日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

   附 則（平成２７年３月３０日決裁） 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年１２月２８日決裁） 

この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日決裁） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１５日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の各務原市日中一時支援事業実施要綱の

規定は、令和２年４月１日から適用する。



別表（第６条関係） 

障害程度 
送迎加算 

（片道） 

食事提供 

体制加算 

（１日） 
遷延性 重症心身 左記以外の者 

4 時間未満 3,380 円 4,860 円
1 時間 900 円

(30 分以下切捨て

31 分以上切上げ) 

930 円 420 円4 時間～8 時間 6,760 円 9,720 円

8 時間以上 10,140 円 14,570 円

 備考 

１ この表において「遷延性」とは、一般に言う「植物状態」にある者をいい、 

次に掲げる状態が３ヶ月以上続いている者をいう。 

（１）自力移動・自力摂食が不可能である。 

（２）糞・尿失禁がある。 

（３）声をだしても意味がある発語がなく、意思疎通が不可能である。 

（４）眼球は動いても認識できない。 

２ この表において「重症心身」とは、重度（身体障害者手帳２級以上をいう。）

の肢体不自由と重度（療育手帳Ａ１及びＡ２をいう。）の知的障害を合わせ持っ

た者をいう。ただし、歩行不能の者に限る。 

３ この表において「送迎加算」とは、事業の利用にあたり送迎を必要とする利

用者に対し、その居宅、学校等と施設との間の送迎を行った場合に加算するこ

とをいう。ただし、１日につき１往復分に限る。 

４ この表において「食事提供体制加算」とは、利用者に食事の提供を行う体制

を確保している施設において、利用者に食事を提供した場合に加算することを

いう。 



様式第１号（第４条関係） 

各務原市地域生活支援事業利用（変更）申請書 

（宛先）各務原市長 

 次のとおり申請します。 
 以下の申請内容について、市が利用者負担額の認定に必要な私の世帯の所得（収入）情報・市町村民税
の課税情報について、調査・閲覧することに同意します。また、サービス利用に係る（利用者負担分を除
く。）費用については、サービス事業所が各務原市から代理受領することに同意します。 

 申請年月日  年  月  日        氏名            印 

利用者（申請者）氏名 

個人番号： 

生年月日 

   ・ ・ 

年齢 

    歳 

住所 〒  － 

電話（  ）  － 

身体障害者手帳（  級） 

     第     号 

療育手帳（   ） 

     第      号 

精神障害者保健福祉手帳（  級） 

第      号 

保護者（児童の場合） 

個人番号： 

生年月日 

・  ・     

続柄 

申請サービス名称 利用時間 回数／月 申請理由 

特記事項 

障害福祉サービス利用状況 介護保険認定・利用状況 

 期間  期間 



●利用者（申請者）の世帯は、下記のとおりです。 

続柄 氏名 生年月日 備考 

本人     ．  ．  

     ．  ．

     ．  ．

      ．  ．

     ．  ．

●利用者（申請者）の世帯は、下記の世帯（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄのいずれかに○をつけて 

ください。）に属します。 

 Ａ  生活保護受給世帯 

    Ｂ  市町村民税 非課税世帯 

    Ｃ  市町村民税 課税世帯で所得割額の合計額が１６万円未満 

 Ｄ  市町村民税 課税世帯で所得割額の合計額が１６万円以上 

代理申請者 

ふりがな 

関係 
氏名 

住所 

〒   － 

                 電話番号（   ）   －    



様式第２号（第５条関係） 

 年 月 日 

         様 

各務原市長   

各務原市地域生活支援事業利用決定（却下）通知書 

下記のとおり決定（却下）しましたので通知します。 

記 

氏名 

支給決定日 

利用者負担上限額 

サービスの種類 

（教示）

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内
に、各務原市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日
の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審
査請求をすることができなくなります。）。

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、各務
原市を被告として（訴訟において各務原市を代表する者は、各務原市長となります。）、処分の取消
しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して
６か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを
提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に
対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起
することができます。



(請求先）　各務原市長　　

円

事業所番号

百万

様式第３号（第７条関係）

平成　　　　年　　　　　月分

内

訳

事業名

合　　　　　計

請求金額

明細書件数

各務原市地域生活支援事業費請求書

千

名　称

職・氏名

金額

住　所
(所在地）

電話番号

上記のとおり請求します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

請求事業者



様式第４号（第８条関係） 

各務原市地域生活支援特例（高額）給付費支給申請書 

   各務原市長  宛 

   次のとおり関係書類を添えて地域生活支援特例(高額)給付費の支給を申請します。  

申請年月日     年  月  日 

フリガナ  
申

請

理

由 

①複数の事業所でサービスを利用し合計支払額が

上限月額を超過した 

②同一世帯の複数障がい者(児)がサービスを受け

合計支払額が世帯の上限月額を超過した 

③その他（               ）

申請者氏名 

（＊児童の場合は保護者名） 
         印  

個人番号： 

生 年 月 日    年  月  日
受給者証番号・被保険者証番号 

居 住 地 

〒 

          電話番号 

フリガナ  続  柄  

支給決定に 

係る障がい児氏名
 生年月日     年  月  日 

サービス利用月の世帯における対象費用の支払合計額          円 申請に係

るサービ

ス利用月 

   年  月分
サービス利用月の申請者の対象費用の支払合計額          円 

支

給

決

定

障

害

者

同
一
世
帯
に
属
す
る
他
の

氏    名 生年月日 受給者証番号・被保険者証番号

個人番号： 

個人番号： 

個人番号： 

（注１）支払額を証する領収書を添付してください。 

（注２）世帯範囲の特例の適用を受けている場合は、その世帯範囲で申請してください。 

（注３）申請者と同一世帯の他の支給決定障害者等全員分の申請書を併せて提出してください。 

地域生活支援特例(高額)給付費を下記の口座に振り込んで下さい。 

口 座 振 替 

依 頼 書 

銀行

信用金庫  

信用組合  

 本店  

支店  

出張所 

種目 口座番号 

１普通預金

２当座預金

３その他 
金融機関コード 店舗コード 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

口座名義人 

申請書提出者 □申請者本人  □申請者本人以外（下の欄に記入） 

 フリガナ  申 請 者 

との関係 氏  名  

住  所 
〒                   

電話番号 



様式第５号（第８条関係） 

各務原市地域生活支援特例（高額）給付費支給決定通知書

 第  号 

  年  月  日 

各務原市長       印 

  年  月  日に申請のありました地域生活支援特例(高額)給付費の支給について各務

原市地域生活支援事業実施規則第１２条に基づき下記のとおり決定しましたので通知します。 

                          記 

支給決定障がい者 

（保護者）氏名

支給決定に係る 

障がい児氏名

受給者 

証番号 

支給決定に係る 

障がい児氏名

受給者 

証番号 

受付年月日      年  月  日 決 定 年 月 日      年  月  日 

本人支払額  円
申 請 に 係 る  

サービス利用月 
      年   月分 

支 給 □する   □しない 支 給 金 額 円

不支給の理由 

振込先 

金 融 機 関

口 座 種 目

口 座 番 号

口座名義人

 （教示） 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

に、各務原市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審

査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、各務

原市を被告として（訴訟において各務原市を代表する者は、各務原市長となります。）、処分の取消

しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを

提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起

することができます。 

申請者 住所 各務原市 

    氏名        様 


